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 Ⅰ．はじめに 

 　金融資産の認識中止に関する会計基準の基本的な考え方に，リスク・経済価値アプ
ローチ（risk and rewards approach）と財務構成要素アプローチ（financial components 

approach）と呼ばれる 2つの考え方がある。一般に，前者は，リスクと経済価値の移
転の有無により金融資産の認識中止を判断する考え方であり，後者は，金融資産の構
成要素に対する支配の有無により金融資産の認識中止を判断する考え方と解されてい
る。 

 　国際会計基準委員会（IASC: International Accounting Standards Committee）およ
び国際会計基準審議会（IASB: International Accounting Standards Board）による当該
基準の公開草案や基準書を概観すると，IASCは，1991年 9月に公表した公開草案
（IASC. 1991a）と 1994年 1月に公表した 2度目の公開草案（IASC. 1994）において
リスク・経済価値アプローチに相当する考え方の採用を提案した。その後，IASCは，
1997年 3月公表の討議資料（IASC. 1997）において財務構成要素アプローチに相当す
る考え方を全面的に採用することを提案し，1998年 12月に公表を決議した IAS第 39

号（IASC. 1998）において，これらの 2つの考え方を組み合わせた判断規準を導入した。
さらに，IASBは，2002年 6月に公表した公開草案（IASB. 2002）において継続的関
与アプローチ（continuing involvement approach）と呼ぶ考え方を提案し，翌年 12月
公表の IAS第 39号の改訂版（IASB. 2003）において，リスクと経済価値，支配，継
続的関与といった複数の基本的な考え方を組み合わせた金融資産の認識中止の判断基
準を導入した。なお，当該基準書の内容は，2010年 10月改訂の IFRS第 9号（現行
の IFRS）に引き継がれている。このように，これまでに IASCおよび IASBが公表し
た基準書や公開草案は，その基礎とする考え方について相違が見られるものの，「リ
スクと経済価値」を重視する傾向がある。 

 　本論文では，IASCが金融商品に関する包括的会計基準の検討を開始することとし
た 1988年前後から，2度目の公開草案を公表した 1994年 1月までの期間を対象とし
て，IASC金融商品プロジェクトにおける金融資産の認識中止に関する会計基準をめ
ぐる審議の経緯とその内容を整理し，当時の IASCが，金融資産の認識中止の基礎と
なる考え方として，リスク・経済価値アプローチの採用を提案した根拠について考察
する。 
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 Ⅱ．先行研究のレビューと研究方法 

 1．先行研究のレビュー 

 　IASCの金融商品プロジェクトに言及した先行研究に，Cairns, Creighton and 

Daniels（2002），Kirsh（2006），Camfferman and Zeff（2007）がある。これらの先行
研究は，いずれも，IASCによる会計基準設定を歴史的な観点から包括的に検討した
ものである。ただし IASCが金融資産の認識中止に関する会計基準の基礎となる考え
方としてリスク・経済価値アプローチを提案した背景や経緯については部分的な記述
に留まっており，その提案根拠については言及していない。 

 　IASC理事会の審議内容や IASC金融商品起草委員会の審議内容は，IASCの機関誌
である IASC News, IASC Insight, IASC Updateの各号でその一部が紹介されている
（例えば，Carchrae（1991），Wyatt（1992）がある）。また，日本公認会計士協会の
機関誌である JICPA Newsや JICPAジャーナルの各号には，IASC理事会や IASC金
融商品起草委員会に参加したわが国の代表者よる会議報告が掲載されている（例え
ば，徳永（1988），小野（1991），白鳥（1991），西川（1994a）がある）。ただし，こ
れらの会議報告は，IASC理事会や IASC金融商品起草委員会の審議内容の報告を目
的としたものであり，その報告内容は断片的なものとなっている。 

 　このように，先行研究や関連する文献，資料では，当時の IASC理事会や IASC金
融商品起草委員会が，いかなる根拠によって金融資産の認識中止に関する会計基準の
基礎となる考え方としてリスク・経済価値アプローチの導入を提案したのか，という
点については部分的・断片的な言及がなされているに留まっている。 

 2．採用する研究方法 

 　IASCによる IASの設定・公表までのプロセス（以下，デュープロセス）を整理す
ると〔表 1〕のとおりである。このように，IASCは IASの設定にあたり，起草委員
会（Steering Committee）を設置した上で，討議のための複数の文書を公開草案の公
表以前の期間に作成することを規定している。これらの文書は，今後の審議にあたっ
ての基本的な方向性を示したものである。したがって，IASCが金融資産の認識中止
に関する会計基準の基礎となる考え方としてリスク・経済価値アプローチの採用を提
案した根拠を考察するためには，公開草案や基準書の公表までの期間（第 4段階と第
5段階）の審議内容ではなく，審議議題とされた時点から公開草案公表前までの期間
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（第 1段階から第 3段階）の審議内容を中心に検討する必要がある。 

 　そこで，本論文では，上述した先行研究のほかに，公開草案の公表以前に作成され
た討議用の文書，公開草案，確定版の基準書といった 1次資料（IASCに関与する組
織によってその一部が直接引用されている非公開資料 1） を含む）と，会計基準設定に
関与した当事者による著書や論文，会計専門誌の記事等の 2次資料に依拠して，
IASCが金融資産の認識中止に関する会計基準の基本的な考え方としてリスク・経済
価値アプローチに相当する考え方の採用を提案した根拠について考察する。なお，
IASCによるかかる考え方の採用の提案は，1980年代後半のプロジェクト発足から
1994年 1月に公表した 2度目の公開草案までの時点であることから，本論文では，
当該期間を検討の対象期間としている 2） 。 

1） 具体的には，IASCが1990年11月に作成した  Statement of Principles, Financial Instruments （IASC. 

1990a）である。当資料における金融資産の認識および認識中止に関する提案の内容は，
OECD（1991. pp. 26 ― 27）で直接引用されている。

2） 厳密に言えば，IASCは，1998年12月に公表を決議した IAS第39号「金融商品：認識及び測定」
（IASC. 1998）において，「支配」の有無により金融資産の認識中止を判断することを求めてい
るが，金融資産の認識中止に関する例示という形式によって，リスクと経済価値アプローチに
相当する考え方を部分的に取り入れている。ただし，本論文は，財務構成要素アプローチに相

〔表 1〕国際会計基準委員会のデュープロセス

本論文に
おける区分

各区分における
主な審議内容 各区分における手続の内容

第 1段階 ・検討項目の特定
・論点提示書の作成

・ 討議後，IASC理事会は IASが必要と思われるテーマを選択
し，それを起草委員会に割り当てる（para. 27（a））。
・ 起草委員会は，IASC事務局の支援を受けて関連する論点を
検討し，IASC理事会に対して割当てテーマについての論点
提示書（point outline）を提出する（para. 27（b））。

第 2段階 ・第一次草案の作成 ・ 起草委員会は，IASC理事会からコメントを受け取り，基準
の第一次草案（preliminary draft）を作成する（para. 27（c））。

第 3段階 ・草案の配布
・意見聴取

・ IASC理事会で草案を検討後，当該草案を全ての会員団体へ
配布し，意見を求める（para. 27（d））。

第 4段階 ・公開草案の公表

・ 起草委員会は改訂版の草案を作成する。当該草案は IASC
理事会で 3分の 2以上の承認が得られたら，公開草案とし
て公表される（para. 27（e））。

・ 草案を検討する際の各段階で，IASCの会員組織は，それぞ
れの組織内の適切な会計調査に関する委員会へ指針につい
て照会する（para. 27（f））。

第 5段階

・ 公開草案に対する
コメントの検討
・公開草案の改訂
・ IASC理事会による
基準の承認と公表

・ 公開期間（通常 6ヶ月）の満了後，IASCに提出された意見
は，担当の起草委員会で検討される（para. 27（g））。
・ その後，起草委員会は IASC理事会に改訂草案を提出し，

IASとしての承認を求める（para. 27（h））。
・ 基準の公表には IASC理事会の 4分の 3の承認が必要。基
準が承認された後，全ての会員団体に送付され，翻訳・公
表される（para. 27（i））。

出所：IASC. 1983. para. 27を基に加筆し作成。
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 Ⅲ． 金融資産の認識中止に関する会計基準の検討開始に至る経緯と当初の
検討内容 

 1．IASC金融商品プロジェクトの発足に至る経緯 

 　IASCは，1988年 6月に開催した IASC理事会において，カナダ勅許会計士協会
（CICA: Canadian Institute of Chartered Accountants）の会計基準委員会（AcSC: 

Accounting Standards Committee）と共同で，金融商品の認識および開示に関する包
括的会計基準の検討を行うプロジェクト（以下，IASC金融商品プロジェクト）を立
ち上げることを決定した（IASC. 1988. p. 1, Carchrae. 1991. p. 10, Kirsch. 2006. pp. 

310 ― 311）。 

 　この決定の背景には，経済協力開発機構（OECD: Organisation for Economic Co-

operation and Development）の会計作業部会が 1988年 5月 31日から 6月 1日にかけ
てパリで開催した「新金融商品の開示および会計処理（Disclosure and Accounting 

Treatment of New Financial Instruments）」をテーマとしたシンポジウム 3） において，
金融商品に関するディスクロージャー及び会計処理の基準を早急に制定すべきとの強
い要望が IASCに対して挙げられたことがある（IASC. 1988. p. 1，加藤．1989. p. 18，
マーレイ．1993. p. 64, Kirsch. pp. 206, 310, Camfferman and Zeff. 2007. p. 362）4）  。 

 　その他にも，OECDが開催したシンポジウムに前後して，バーゼル銀行監督者委
員会（Basel Committee of Bank Supervisors）は，金融商品の認識や測定に関する会
計問題が金融機関（銀行業）に対する自己資本規制に影響を与えることを理由として，

当する考え方の採用を検討する以前の時点の IASCの検討経緯とその根拠を検討することを目
的としているため，当該基準書については検討していない。

3） このシンポジウムの会議録としてOECD（1988）が公表されている。また，OECDは，1988

年に開催したシンポジウムと1989年に開催した新金融商品をテーマとする討論結果を事務局
が総括したものとして，OECD（1991）を公表している。

4） より正確には，IASCは，OECDのシンポジウムが開催される以前の1988年2月29日から3月3

日に開催した IASC理事会において，「新金融商品の開示及び会計処理」を検討するタスクフォー
スを設置すること，および，このタスクフォースは，日本，米国，英国，カナダの4理事国が選
任した委員と，いくつかの国の会計基準設定主体および財務諸表利用者団体からの委員により
構成する，という2点を決定していた（徳永．1988. p. 12，西川．1995a. p. 12，西川．1995b. p. 

80）。ただし，この時点の作業計画では，1990年より金融商品に関する会計および開示の検討を
開始することが合意されていた（Camfferman and Zeff. 2007. p. 361）。その後，OECDのシンポ
ジウム後の1988年6月末に開催した IASC理事会会議において，金融商品の会計および開示に関
する会計基準の検討に直ちに取り組むべきとの IASC事務局からの提案を受け，IASCは，金融商
品の会計および開示に関する起草委員会を新たに設立することを決定し，同年末より作業に着
手することを合意した（白鳥．1988. p. 12, Camfferman and Zeff. 2007. p. 361）。
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IASCに対して金融商品に関する会計基準の検討を行うよう要請していた（Carchrae. 

1991. p. 10, Wyatt. 1992. p. 4，マーレイ．1993. p. 64, Camfferman and Zeff. 2007. p. 

362）。 

 　このように，IASCは，OECDやバーゼル銀行監督者委員会といった国際機関の要
請の下で，金融資産の認識中止に関する会計基準を含む金融商品に関する包括的な会
計基準の設定に向けた検討を開始することを決定した。ただし，IASC金融商品プロ
ジェクトの発足時点では，米国や英国においても金融商品に関する包括的会計基準は
公表されておらず，これ以降，IASCは基準完成までに約 10年もの期間を要すること
となる 5） 。 

 2． IASC金融商品起草委員会発足当初の金融資産の認識中止に関する会計
基準の検討内容（1） 

 　IASCと CICAは，IASC金融商品プロジェクトを具体的に進めるための組織とし
て，金融商品起草委員会（Financial Instruments Steering Committee）（以下，IASC

金融商品起草委員会）を 1988年 6月に設立した（Carchrae. 1991. p. 10） 6） 。IASC金融
商品起草委員会は，1989年 1月に開催した初回の IASC金融商品起草委員会において，
「認識（認識中止を含む）」を IASC金融商品プロジェクトにおける検討項目の 1つ
とすることを合意した（IASC. 1989b. p. 3, Cairns, Creighton and Daniels. 2002. p. 365, 

Kirsch. 2006. pp. 311 ― 312） 7） 。 

5） IASC金融商品プロジェクトの分割が1994年4月に決定され，プロジェクト分割後，IASCは
1995年に IAS第32号「金融商品―開示」を公表し，1998年12月開催の IASC理事会において
IAS第39号「金融商品―認識及び測定」の公表を決議した。

6） IASC金融商品起草委員会は，米国（議長国），英国，カナダ，フランス，オランダ，イタリア，
オーストラリア，日本の8カ国のメンバーで構成されている（IASC. 1988. p. 1, Carchrae. 1991. p. 

10）。IASCの起草委員会は通常4～ 5のメンバー国で構成されるが，テーマの重要性，複雑さ，
各国の関心度の高さを理由として，IASC金融商品起草委員会は通常の2倍のメンバー国によ
り構成されている（加藤．1989. p. 18）。また，IASCは，金融機関，金融機関監督者，証券監
督者，経済団体，財務アナリスト，証券取引所，会計専門職，国際的監査実務団体，OECD，
およびFASBの代表者により構成されるコンサルタティブ・グループを設置した（IASC. 1989b. 

p. 3, Carchrae. 1991. p. 10）。この組織について，IASC（1989b. p. 3）はSpecial Consultative 

Group，IASC（1989d. p. iv, 1991b. p. 4）はFinancial Instruments Consultative Group，Carchare

（1991. p. 10）は international consultative groupと表記している。なお，IASC理事会のコンサ
ルタティブ・グループとは異なる組織である。

7） IASCは1989年4月に開催した IASC理事会において，IASC金融商品起草委員会の検討項目を
承認した（IASC. 1989a. p. 1）。また，徳永（1989. p. 79）は，IASCはこの理事会会議で IASC

の活動計画について審議を行い，金融商品に関する会計基準の作成を1992年までに完成させ
ることを決定したと報告している。
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 　その後，IASC金融商品起草委員会は，1989年 10月に開催した第 2回 IASC金融商
品起草委員会において，金融資産の認識中止に関する会計基準について具体的な検討
を開始し，CICAが中心となって作成した金融商品に関する基本方針案（DSOP: Draft 

Statement of Principles）（以下，DSOP）の審議を実施した（加藤．1990a. p. 88）。こ
の際に，IASC金融商品起草委員会は，金融資産の認識中止について，「リスクと経済
価値（加藤．1990a．では『価値』―筆者改変）が移転し，対価の支払いについて大
きな不確実性がないときにのみ，金融資産の売却として処理する（金融資産の認識を
中止する―筆者）」ことを暫定的に合意している（加藤．1990a. p. 89, Kirsch. 2006. p. 

312）。 

 　さらに，IASC金融商品起草委員会は，1990年 3月に開催した第 3回 IASC金融商
品起草委員会において DSOPの検討を引き続き実施し，（1）リスクと経済価値が，
売却等によって他の企業に移転されたこと，（2）権利（資産の場合）または義務（負
債の場合）が消滅したこと，という 2つの条件のいずれかを満たした場合に当該金融
資産・負債の認識を中止しなければならない，としている（加藤．1990b. p. 82，加藤．
1990c. pp. 5 ― 6） 8） 。この会議の終了後，IASC金融商品起草委員会は，これまでの検討
結果に基に作成した DSOPを IASCメンバー国と関与団体に送付し，1990年 6月 15

日を期日としてコメントを募集した（加藤．1990c. pp. 5, 8）。 

 　IASC金融商品起草委員会は，1990年 9月に開催した第 4回 IASC金融商品起草委
員会において，DSOPに対して提出されたコメント・レターの内容の分析・検討を実
施した。Kirsch（2006. p. 312）は，複合金融商品の区分処理に関するコメントで支持
と不支持とがほぼ同数に分かれたこと，および，金融商品に関する開示が過剰である
という批判があったものの，これら以外の項目は DSOPの内容が支持されたとして
いる。また，加藤（1990d. p. 63）は，提出された大半のコメント・レターにおいて，
DSOPが提案する金融資産および金融負債の認識中止に関する考え方が支持されたこ
とを報告している 9） 。 

8） 加藤（1990b, 1990c）は，（1）と（2）のいずれかの要件を満たす場合に認識を中止するのか，
または，（1）と（2）の両方の要件を満たす場合に認識を中止するのかについては明記してい
ない。ただし，（2）の要件は，資産の譲渡，債務の返済といった取引を念頭に置いた一般的な
要件であることから，（1）と（2）のいずれかの要件を満たす場合であると考えられる。なお，
IASCは，1990年11月に承認した基本方針「金融商品」（IASC. 1990a）や1991年9月に公表し
た公開草案第E40号「金融商品（案）」（IASC. 1991a）（いずれも後述）において，上記（1）
と（2）のいずれかの要件を満たす場合に，当該金融資産の認識を中止することを提案している。

9） ただし，日本公認会計士協会は，IASC金融商品起草委員会に対して送付したコメント・レター
において，DSOPが提案する金融資産および負債の認識中止に関する要件について，「日本に
おける割引手形は期日が到来するまで貸借対照表に計上しなければならなくなり，米国の
SFAS第77号とも矛盾している」と指摘し，DSOPが提案する金融資産の認識中止の要件は過
度に厳格であると主張している（加藤．1990d. p. 63）。
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 　このように，IASC金融商品起草委員会は，IASC金融商品プロジェクトの発足当初
の時点より「リスクと経済価値が他に移転したか否か」を金融資産の認識中止の基礎
となる考え方として採用することを提案しており，この提案は，DSOP公表前後の時
点で IASCメンバー国および IASCに関与する諸組織からの支持を得ていたのである。 

 3． IASC金融商品起草委員会発足当初の金融資産の認識中止に関する会計
基準の検討内容（2） 

 　第 4回 IASC金融商品起草委員会の開催後，IASCは，1990年 11月に開催した
IASC理事会において，DSOPを一部修正の上，基本方針「金融商品」（Statement of 

Principles,  Financial Instruments ）（IASC. 1990a）（以下，1990年 SOP）として承認し
た（小野．1991. pp. 57 ― 58, IASC. 1990b. p. 4, Carchrae. 1991. p. 11, Kirsch. 2006. p. 

312）。1990年 SOPは，（1）金融資産に関連するリスクおよび経済価値が，売却，交
換またはその他の形態の移転によって，他に移転している，または，（2）金融資産を
示す権利が行使される，期限が満了する，または，取り消される場合，に金融資産を
認識中止することを提案している（1990年 SOP. principles. 7 ― 9）。 

 　1990年 SOPの承認後，IASCは 1991年 6月に開催した IASC理事会において，公
開草案の作成に着手することを決定し（Carchrae. 1991. p. 14，白鳥．1991. p. 83），同
年 9月に公開草案第 E40号「金融商品（案）」（Exposure Draft E40,  Financial 

Instruments ）（IASC. 1991a）（以下，1991年公開草案第 E40号）を公表した。1991年
公開草案第 E40号は，（1）金融資産に関連するリスクと経済価値が他に移転した，（2）
金融資産の基礎をなす権利または義務が行使されるか，取り消されるかあるいは期限
が終了した，という 2つの要件を挙げ，これらのいずれかに該当する場合に当該金融
資産の認識を中止することを提案している（1991年公開草案第 E40号，para. 29）。 

 　これまでの IASC金融商品起草委員会の提案内容の根拠について，同起草委員会の
メンバーである Carchrae（1991. p. 13）は，「カナダや英国などの国々の金融機関の
規制当局」が採用したアプローチとの類似性を根拠として，「リスクと経済価値の移転」
に基づく金融資産の認識中止に関する会計基準を支持しうると説明している。例えば，
イングランド銀行の銀行監督局（BSD: Banking Supervision Division）は，1989年 2

月に公表した通達「貸付金の譲渡および証券化」（Notice on Loan Transfers and 

Securitisation）（BSD. 1989）において，銀行規制の目的上，リスクに注目した金融資
産の認識中止基準を導入している（高橋．1998. pp. 100 ― 102） 10） 。 

 　このように，IASC金融商品起草委員会は，その発足当初の時点より，「リスクと経
済価値の移転」によって金融資産を認識中止するか否かを判断することを検討してお

10） カナダにおける銀行規制については，現時点では原資料を取得できなかった。
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り，1990年公開草案第 40号においてこれを正式に提案している。 

 Ⅳ． 2 度目の公開草案の公表に向けた金融資産の認識中止に関する会計基
準の検討内容とその根拠 

 1． 公開草案第E40 号「金融商品（案）」公表後の IASC金融商品プロジェ
クトにおける金融資産の認識中止に関する検討内容 

 　1991年公開草案第 E40号の公表後，IASC金融商品起草委員会は，1992年 9月に
開催した第 6回 IASC金融商品起草委員会において，1991年公開草案第 E40号に対
して送付されたコメント・レターの分析を実施した。加藤（1993a. p. 90）は，1991

年公開草案第 E40号に対するコメントのうち，金融資産の認識中止に関連するコメ
ントにおいて，IASCの「財務諸表の作成及び表示に関するフレームワーク」
（ Framework for the Preparation and Presentation of Financial Statements ）（IASC. 

1989c）（以下，IASC概念 FW）が示す資産・負債の認識における蓋然性の規準 11） と
異なっていることを理由として，リスクと経済価値の移転という考え方の妥当性を疑
問視する意見が多く提出されたことを報告している。 

 　これを受けて，IASC金融商品起草委員会は，リスクと経済価値の移転によって金
融資産の認識中止の判断を行うとする考え方を引き続き妥当な考え方であるとした上
で，1991年公開草案第 E40号の提案は，リスクと経済価値がどの程度移転した時に
金融資産を認識し，または金融資産を認識中止すべきかについて明瞭でないことを理
由として，「実質的な全て（substantially all）のリスクと経済価値の移転」という表
現へと修正することを暫定的に合意している（加藤．1993a. p. 90）。 

 　その後，IASC金融商品起草委員会は，1993年 1月に開催した第 7回 IASC金融商
品起草委員会において，証券化取引をケースとした検討を実施した。このケーススタ
ディは，1992年 9月に開催した IASC金融商品起草委員会において合意した「実質的
な全てのリスクと経済価値の移転」の意味を明確化することを目的としたものである。
この際に，完全な遡及義務のある証券の譲渡取引の会計処理にあたり，当該取引を売
却処理とみなすか，あるいは金融取引とみなすかについて，IASC金融商品起草委員
会の意見は完全に分かれることとなった（加藤．1993b. p. 74）。 

11） IASC概念FWは，「資産は，将来の経済的便益が企業に流入する可能性が高く，かつ，信頼性
をもって測定できる原価または価値を有する場合に，貸借対照表に認識される」，「負債は，現
在の債務を決済することによって経済的便益を有する資源が企業から流出する可能性が高く，
かつ，決済される金額が信頼性をもって測定できる場合に，貸借対照表に認識される」として
いる（IASC概念FW, paras. 89,91）。
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 　これは，リスクと経済価値を 1つのパッケージとして捉えるか，あるいは，別々の
ものとして捉えるか，により生じた見解の相違である。例えば，予想債務不履行率が
5％と見積もられた 100万ドルの売掛債権の譲渡取引について，リスクと経済価値を
1つのパッケージとして捉える考え方によれば，売掛債権の経済価値が 100万ドルで
リスクが 5万ドルであり，したがって，譲渡人に移転するのは純額の 95万ドルと判
断される。これに対して，リスクと経済価値を別々のものとして捉える考え方では，
個々の経済価値とリスクに注目すると，予想債務不履行率 5％（5万ドル）の全てを
譲渡人が引き続き保有するため，譲渡人は当該売掛債権を認識中止することはできな
いと判断される（IASC. 1993b. pp. 2 ― 3，加藤．1993b. p. 74，加藤．1993c. pp. 70 ― 71，
マーレイ．1993. p. 67）。 

 　この会議における検討を踏まえて，IASC金融商品起草委員会は，金融資産の認識
中止に関する検討を引き続き行うとともに，上記の論点について，IASC理事会にお
いて検討を行うことを要請した（マーレイ．1993. p. 67）。IASC金融商品起草委員会
の要請を受けて，IASCは，1993年 3月に開催した IASC理事会において，限定され
たものであり，かつ測定可能な資産に関連するリスクまたは経済価値が譲渡人により
引き続き保有されている場合であっても，金融資産が売却されたとみなすことを暫定
的に合意している（IASC. 1993a. p. 2，小野．1993. p. 77）。すなわち，この時点では，
リスクと経済価値を一体のものとして捉える考え方を採用することが支持されてい
る 12） 。 

 2． 公開草案第E48 号「金融商品（案）」における金融資産の認識中止に
関する会計基準の考え方と同公開草案をめぐる検討内容 

 　IASC金融商品起草委員会は，1993年 6月に第 8回 IASC金融商品起草委員会を開
催し，会議に先立って実施した IASC金融商品起草委員会のコンサルタティブ・グ
ループとの意見交換の内容を踏まえ，これまでに検討した 1991年公開草案 E40号へ
の改訂内容を反映した草案を，再公開草案として IASCへ提出することを決定した
（加藤．1993c. pp. 70, 72）。また，この金融商品起草委員会では，1993年 3月の
IASC理事会における検討内容（リスクと経済価値を一体のものとして捉える考え方
の採用）が再確認されている（加藤．1993c. pp. 70 ― 71）。その後，IASCは，1993年
11月に開催した IASC理事会において，金融商品に関する会計基準の公開草案を再公
開することを決議し（IASC. 1993c. p. 1，西川．1994. p. 72），翌年 1月に公開草案第

12） IASC金融商品起草委員会および IASCによるこれまでの検討内容は，IASCの機関紙である
「IASC Insight」の5月号（特別号）に掲載され，金融資産の認識中止を含む金融資産の包括的
な会計基準の改訂内容に関する暫定的結論が公表されている。
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E48号「金融商品（案）」（Exposure Draft, E48,  Financial Instruments ）（IASC. 1994）（以
下，1994年公開草案第 E48号）を公表した。 

 　IASC金融商品起草委員会および IASC理事会におけるこれまでの検討のとおり，
1994年公開草案第 E48号は，金融資産の認識中止に係る基本的な考え方として，「実
質的な全てのリスクと経済価値の移転」を求めている。具体的には，（1）資産にかか
わる実質的なすべてのリスクと経済価値が他に移転し，かつ，留保されるいかなるリ
スクと経済価値の公正価値が信頼性を持って測定することができるとき，または，（2）
基礎をなす権利または義務が行使されるか，解除されるか，取り消されるか，あるい
は期限が満了したとき，に金融資産の認識を中止することを求めている（1994年公
開草案第 E48号，para. 27）。 

 　加えて，1991年公開草案第 E48号は，リスクと経済価値の移転の判断にあたって
の前提として，企業は，当該資産に関連する「留保されるリスクの公正価値」と「留
保される経済価値の公正価値」を別々に評価すること，および，評価したリスクと経
済価値は一体のものとして考慮することを求めている（1994年公開草案第 E48号，
para. 31）。そして，「留保されたリスクの公正価値」と「留保された経済価値の公正
価値」がそれぞれ，譲渡された資産に関連する全てのリスクおよび経済価値の公正価
値との関係が重要でない場合にのみ，実質的に全てのリスクと経済価値が移転したと
判断することを提案している（1994年公開草案第 E48号，para. 31）。これらの提案
内容は，1993年 1月開催の第 7回 IASC金融商品起草委員会と 1993年 3月開催の
IASC理事会における検討内容が反映されたものである。 

 　さらに，1994年公開草案第 E48号は，「ファクタリングまたは証券化といった取引
を通じた売掛債権の譲渡は，貸借対照表から金融資産を取り除くか否かを決定するに
あたって，重大な実務上の困難をもたらす状況の事例」（1994年公開草案第 E48号，
para. 32）としており，（1）一部または全ての信用リスク 13） を留保するが他の全ての
リスクと経済価値を移転させる取引，（2）譲渡者が譲渡した売掛債権に関連する金利
リスクに晒され続ける取引，（3）クレジットカード売掛債権ポートフォリオの一部の
証券化，を前提とした指針を設けている。これらの指針の内容は〔表 2〕に示すとお
りである。 

 　このように，1994年公開草案第 E48号は，リスクと経済価値が他に移転している
か否かによって金融資産の認識中止の可否を判断する，という原則をこれまでの提案
に引き続き採用している。なお，同公開草案は，金融資産全体に比例する一部分の譲

13） 1994年公開草案第E48号は，信用リスクを「金融商品の一方の当事者が債務の履行ができなく
なり，他方の当事者が財務的損失を被るリスク」と定義している（1994年公開草案第E48号，
para. 22（b））。1995年6月公表の IAS第32号「金融商品：開示及び表示」（IASC. 1995）にお
いてもこの定義が踏襲されている（IAS第32号，para. 43（b））。
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渡取引については，当該部分の認識を中止することを提案している 14） 。 

 3． 「リスク・経済価値の移転」に基づく金融資産の認識中止に関する会計
基準の提案根拠 

 　これまで検討したとおり，IASC金融商品起草委員会は，DSOP，1990年 SOP，
1991年公開草案第 E40号および 1994年公開草案第 E48号のいずれにおいても，「リ
スクと経済価値の移転」を金融資産の認識中止に関する会計基準の基本的な考え方と
して採用することを提案している。この根拠として，以下の 3点を指摘することがで
きる。 

 　（1）  金融資産の認識中止に関する規準は，「金融資産の認識」に対応するものとし
て設定されたこと。IASC金融商品起草委員会は，DSOPや 1990年 SOPの時
点で，金融資産の認識の基礎となる概念を「リスクと経済価値」とすることを
提案し，金融資産の認識中止を「認識」の反対の概念として位置づけている。 

 　（2）  IASC金融商品起草委員会は，認識および認識中止のいずれにおいても，「リス

14） 同公開草案は，金融資産の一部の処分に関する指針を提供している。具体的には，証券化など
の全体としての資産に関連するリスクと経済価値のある部分のみを移転する取引とは異なるこ
とを理由として，「企業のクレジットカード売掛債権ポートフォリオの一部の無条件の売却（制
約なしの売却―筆者）は，売却される特定の勘定に関連するすべてのリスクと経済価値の移転
を必要とする。すべてのリスクと経済価値が移転したポートフォリオの部分を貸借対照表から
除くことは適切である」としている（1994年公開草案第E48号，para. 35）。

〔表 2〕証券化取引に関連する公開草案第E48 号の提案内容

取引の事例 求められる会計処理

一部または全ての信用
リスクを留保するが，
他の全てのリスクと経
済価値と経済価値を移
転させる取引

・ 信用損失を伴う債務の公正価値が，過去の信用損失の実現額と他の関
連する要素を考慮して信頼性を持って測定され，売掛債権の公正価値
との関係で重要でないのであれば，譲渡人は当該取引を売却として処
理し，売掛債権を貸借対照表から取り除く。

・ リコース義務の公正価値が信頼性を持って測定できない場合や，リ
コース義務の公正価値が売掛債権の公正価値に対して重要であると判
断される場合には，当該資産に付随する実質的に全てのリスクと経済
価値が移転したと結論付けることはできない。

譲渡者が譲渡した売掛
債権に関連する金利リ
スクに引き続き晒され
る取引

・ 金利リスクに引き続き晒され続けることの公正価値は，将来の金利の
予測に関する重要な不確実性のために，信頼性を持って測定すること
は本質的に困難である。それゆえに，金利リスクの留保を伴う売掛債
権の譲渡は，パラグラフ 27に示された規準を満たさない可能性があ
り，よって譲渡者が当該売掛債権を貸借対照表から取り除くことを妨
げる場合がある。

クレジットカード売掛
債権ポートフォリオの
一部の証券化

・ 証券化された売掛債権に付随するリスクと経済価値がどの程度移転し
たかによって，それらを譲渡者の貸借対照表から除くことが適切か否
かを決定する。

出所：1994年公開草案第 E48号，paras. 32,35を基に一部修正し作成。
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クと経済価値」を，IASC概念 FWにおける「支配」の具体的な指針として捉
えたこと。その上で，IASC金融商品起草委員会は，IASC概念 FWとの整合性
を根拠の 1つとして，「リスクと経済価値の移転」を妥当な考え方であると主
張している。 

 　（3）  IASC金融商品起草委員会は，自らの提案（DSOP，1990年 SOP）の妥当性を
主張するために，金融機関に対する自己資本規制の際に用いられるルールを用
いたこと。IASC金融商品起草会委員は，カナダや英国の金融機関の規制当局
が採用したアプローチとの類似性を根拠の 1つとしている。 

 Ⅴ．おわりに 

 　本論文では，IASC金融商品プロジェクトの発足前後から 2度目の公開草案である
1994年公開草案第 E48号の公表までの期間を対象として，IASCおよび IASC金融商
品起草委員会による金融資産の認識中止に関する会計基準をめぐる検討内容について
検討した。 

 　IASCは，金融商品に関する会計基準の検討当初の時点より，リスクと経済価値に
より金融資産の認識中止を判断することを念頭に置いて審議を実施しており，
DSOP，1990年 SOP，1991年公開草案第 E40号および 1994年公開草案第 E48号の
いずれにおいても，一貫して，「リスクと経済価値の移転」によって金融資産の認識
中止を判断することを提案している。 

 　この根拠としては，（1）金融資産の「認識」の基礎となる考え方として「リスクと
経済価値」を用い，これに対応させる形で「リスクと経済価値の移転」による金融資
産の認識中止の会計基準案を設定したこと，（2）金融資産の認識中止の基礎となる考
え方として採用を提案した「リスクと経済価値の移転」は，IASC概念フレームワー
クをベースにしたものであり，IASC概念フレームワークと整合的であること，（3）「リ
スクの経済価値の移転」による金融資産の認識中止規準は，金融機関に対する当時の
規制上の考え方と類似しており，IASCは公表する会計基準として妥当であると考え
たこと，の 3点を挙げることができる。とりわけ，（3）の根拠は，一般に公表された
1991年公開草案第 40号や 1994年公開草案第 48号には明記されていないものの，
IASC金融商品起草委員会がこれらの公開草案において「リスクと経済価値の移転」
による金融資産の認識中止の判断基準を提案した根拠ないし背景の 1つである。 
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